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決 算 公 告

　2023 年 ４ 月 １ 日から

  2024 年 ３ 月 31日まで

角丸建設株式会社



【計算書類】

 （  2024 年 ３ 月 31 日現在  ）

　　（単位：千円）

　　金　　額 　　金　　額

  

6,095,646 1,705,334

810,337 244,028

1,606 1,050,971

27,619 39,829

1,944,754 132,001

1,056,674 46,160

17,376 144,249

3,807 5,866

35 3,003

2,325,153 184

868 10,450

326 28,590

92,914 36,182

341,305 35,998

109,351 184

102,434

8,940

1,941 1,741,517

64,772

103,747 4,663,952

18,082 20,000

70,949 4,650,232

△ 261,515 5,455

4,501 4,644,777

3,553 4,050,000

948 594,777

227,452 △ 6,280

138,732 31,481

2,980 31,481

5,748

9,447

159

50,999

321

18,500

563 4,695,434

6,436,951 6,436,951

(注)　記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

貸借対照表

科 目 金 額 科 目 金 額

〔 資 産 の 部 〕 〔 負 債 の 部 〕

流 動 資 産 流 動 負 債

現 金 預 金 支 払 手 形

未 払 金

未 成 工 事 支 出 金

未 払 法 人 税 等

受 取 手 形 工 事 未 払 金

電 子 記 録 債 権

未 払 消 費 税

貸 付 金

完 成 工 事 未 収 入 金

工 事 未 収 入 金

未 成 工 事 受 入 金

未 収 入 金

預 り 金前 払 費 用

仮 受 金

仮 払 金

前 受 家 賃

役 員 賞 与 引 当 金

Ｔ Ｍ Ｓ 預 け 金

固 定 負 債

有 形 固 定 資 産

建 物 附 属 設 備

賞 与 引 当 金

貸 倒 引 当 金 （ △ ）

固 定 資 産

構 築 物

退 職 給 付 引 当 金

土 地

車 両 運 搬 具

預 り 敷 金

建 物

機 械 及 び 装 置

株 主 資 本

資 本 金

負 債 合 計

〔 純 資 産 の 部 〕

利 益 剰 余 金

電 話 加 入 権

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

別 途 積 立 金

繰 越 利 益 剰 余 金

投 資 有 価 証 券 評 価 ・ 換 算 差 額 等

自 己 株 式 （ △ ）

ソ フ ト ウ エ ア

敷 金

その他有価証券評価差額金出 資 金

差 入 保 証 金

長 期 前 払 費 用

そ の 他 投 資

純 資 産 合 計

資 産 合 計 負 債 ・ 純 資 産 合 計

器 具 備 品

減 価 償 却 累 計 額

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

リ サ イ ク ル 預 託 金

会 員 権

長 期 繰 延 税 金 資 産



個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項

(1) 資産の評価基準および評価方法

① 有価証券の評価基準および評価方法

市場価格のない株式等以外のもの・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定）

② 棚卸資産の評価基準および評価方法

未成工事支出金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・個別法による原価法（貸借対照表については収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

(２) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・定　率　法

ただし、1998年４月１日以降に新規に取得した建物

（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に

取得した建物附属設備および構築物については、定

額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　　　建物・構築物･････････････････････････････１５年から３８年

　　　機械装置・運搬具･･･････････････４年から７年

　　　工具器具・備品･･･････････････２年から２０年

② 無形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・定　額　法

③ 長期前払費用・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・定　額　法

(３) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・売上債権および貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。

② 役員賞与引当金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、当年度

末における支給見込額に基づき、当事業年度に見合う額

を計上しております。

③ 工事損失引当金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・受注工事に係る将来の損失に備えるため、損失の発生が

見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積もることができ

る工事については、損失見込額を計上しております。

④ 退職給付引当金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務見込額に基づき、当事業年度末に発生

している額を計上しております。

⑤ 賞与引当金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額基準により

計上しております。

(４) 収益及び費用の計上基準

完成工事高および完成工事原価の計上基準

　工事事業に係る収益は、顧客との工事請負契約に基づいて、建築工事を行う履行義務を負っています。当該履行義務

は一定の期間にわたり充足される履行義務であり、工事の進捗に応じて充足されるため工事の進捗度に応じて収益を計上

しております。なお、進捗度の測定は、主として発生原価に基づくインプット法によっております。また、進捗度を合理的に

測定することができない場合は、発生したコストの範囲でのみ収益を認識しております。ただし、契約における取引開始日

から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短い場合には、一定期間にわたり収益を認識せず、

完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しております。


